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はじめに
名誉毀損は，何らかの表現を介して被害者を生むものである以上，伝統的に
人権として重視されてきた個人の表現活動と密接な関係を有する 1。一方，伝達
技術の発展に伴い，名誉毀損事件は国際化の一途を辿った。まずは印刷技術の
発展から，そして放送技術の発展，そして近時のインターネットの隆盛に伴
い 2，国境を越えた名誉毀損が容易に生じうる事態となっている。
このような中，各国は，自国の表現の自由を設定した上で，それと調和する
名誉毀損法を保持する必要がある。このとき，表現の自由に対する規制内容・
1　佐藤幸治『憲法〔第三版〕』（青林書院，1995）51頁以下参照。
2　山口いつ子「インターネットにおける表現の自由」松井茂紀＝鈴木秀美＝山口いつ子編『イ
ンターネット法』（有斐閣，2015）27頁以下参照。
* 本稿は，2018年11月9日に開催された第八回北陸国際関係私法研究会（金沢大学）における
筆者の報告を基に，加筆修正したものである。
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方法が各国で均一であり，それに対応する名誉毀損法もそうであれば，表現行
為がなされた国と，その行為が向けられた者が居住する国が別であって，いず
れかの国で裁判が起こされたとしても，その調和はそれほど困難ではないだろ
う。しかし，表現の自由と名誉毀損について，英国と米国間といった英米法圏
とされる国々ですら統一的な運用は担保されておらず，結局各国ごとにどの程
度までが表現の範囲で，名誉毀損といえるのはどの程度であるのかについて，
実体法に相違がみられる。そうなると，国際的な名誉毀損事案においては，発
信者が情報を発信した名誉毀損の行為地国と，被害者がそれを受け取った名誉
毀損の結果発生地が分かれている場合，その処理において，名誉の保護と表現
の自由の相克が生じることになる。すなわち，A国が，加害者とされる者の表
現の自由を重視せず，被害者の言い分で名誉毀損を認めるといった A国法を
準拠法として判断し，被害者勝訴とした判決をなした場合，A国の中では表現
の自由と均衡は保たれている。しかし，それを B国の裁判所に承認執行を求
めた場合はどうか，B国では本件のような加害者の表現は，当然に表現の自由
の範囲と考えていた場合，A国の判決は公序違反などといった外国判決の承認
拒絶要件に合致する可能性が出てくる。
このような国際的な名誉毀損事件において被害者たる原告が自身に有利な判
断がなされるであろう国の裁判所を選択する行為は，とりわけ 1990 年代以降，
ライベルツーリズムと呼ばれ 3，判決国となる英国，承認国となる米国との間で
問題視された 4。その背景には，後述する通り，英国は，原告に有利な名誉毀損
実体法を有していた上，当事者や当該名誉毀損にかかる事実が実体的関連性を
3　Elizabeth J. Elias, Nearly Toothless: Why the Speech Act is Mostly Bark, with Little 
Bite, Hofstra Law Review, 40（1） 2011, pp.236.
4　ライベルとは，わが国の「名誉毀損」よりも狭義であり，文書を介した名誉毀損を指し，
口頭での名誉毀損はスランダーと呼ばれ英米法圏においては区別がなされる。田中秀夫『英
米法辞典』（東京大学出版会，1991）515頁以下。より詳細には，岡久慶「イギリス2013年
名誉毀損法」外国の立法261号（2014）3頁以下，塚本重頼『英米法における名誉毀損の研究』
（中央大学出版部，1988）26頁以下，333頁以下参照。
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欠いていた場合であっても，容易に自国に管轄を認め，またその際には原則と
して自国法を準拠法とするという抵触法ルールを有していた点が挙げられる。
結果，英国においては，外国に住む加害者たる被告に対しても容易に名誉毀損
訴訟を提起することが可能とされ，英国は上記の訴訟提起を戦略的に行うライ
ベルツーリズムの格好の地として知られてきた。
もっとも，ライベルツーリズムは，英国のみが判決国となるわけではなく，
論者によっては，ドイツ，フランス，オーストラリアでも米国被告を標的にし
た同様の事例があると指摘されている 5。この点，わが国においても，米国に居
住する被告に対する名誉毀損やそれと同等の侵害に基づく損害賠償や差止め請
求がなされており，判決国側となる可能性とは無縁ではない。更に，中国で下
された名誉毀損判決の承認が問題なった裁判例（東京高判平成 27 年 11 月 25
日 2015WLJPCA11256007）では，わが国で出版され，中国語への公式な翻訳
が存在しない書籍に記述された事項を，インターネットの翻訳を通じて読んだ
中国に居住する者が，自身の名誉を毀損するものであるとして，中国の裁判所
に訴えを提起し，認容判決を得た後，わが国の裁判所に当該判決の承認執行が
求められている。東京高裁は，原審（東京地判平成 27 年 3 月 20 日判タ 1422
号 348 頁）同様に，外国判決の承認執行の要件である「相互の保証」について，
中国との間にそれが認められないとして，中国判決の承認を拒絶した。それゆ
え，中国に間接管轄があったのか，中国名誉毀損法の適用結果はわが国の公序
と調和するものであったのか，といった問題が顕在化することはなかったが，
仮に相互の保証が認められていたならば，わが国の裁判所は取るべき対応を迫
られていた事案であった。潜在的にではあるが，このケースからわが国は，判
決国として原告に有利な法廷地を選択された場合の，承認国側となる余地が見
出しうる。
以上の状況に鑑み，本稿では，現状のライベルツーリズムの理解を考察した
5　Thomas Sanchez, London, Libel Capital No Longer?: The Draft Defamation Act 2011 and 
the Future of Libel Tourism, University of New Hampshire Law Review, 9（3） 2011, p.520.
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上で，わが国に生じうる判決国，承認国となる可能性について検討する。
Ⅰ　ライベルツーリズムの発生メカニズム - 英国法と米国法の対比 -
１．英国名誉毀損法制（2013 年以前）
前述した通り，英国がライベルツーリズムの温床との評価がとりわけ米国か
らなされてきた。その要因は，以下の通りとされる。
（1）マルチプルパブリケーション・ルール（MP ルール）
英国においては，名誉毀損を含む声明が第三者の目に留まるような形で出版
がされた場合，その都度不法行為が生じ，消滅時効の起算点は個々にその時点
から始まることとされてきた（1849 年の Duke of Brunswick v. Harmerケー
ス 6 参照）。英国では，この意味での出版（publish）は通信（communicate）
を意味し，新聞などの複写物の個々の配布は，それぞれが一つの通信として位
置づけられている7。これは，”Multiple publication"ルール（以下，「MPルール」
とする。なお "Separate"ルールと呼ばれることもある）と呼ばれ，個々の出
6　（1849） 14 QB 185: 当時英国においては名誉毀損の出訴期限は6年とされていた中，本件は
被告が1830年に発行した記事に対して，原告が1847年に訴えを提起したもので，出訴期限
の起算点が問題となった。本件原告側は，出版から17年後に，1830年の記事について，出
版社からバックナンバーを購入し，英国の博物館からその複写を入手した。原告は，この2
つの出版物を名誉毀損の根拠として訴えを提起した。被告は，訴訟原因（cause of cause）
は，オリジナルの出版日に発生したものであり，既に出訴期限を過ぎていると反論した。裁
判所は，原告への新たな複写物の配布は，訴訟の観点からは分離された出版（a separate 
publication）と位置づけられる，とし，原告が当該記事を見たときに，出訴期限はリセッ
トされた，と判示した。本判決を紹介するものとして，城野一憲「「名誉毀損ツーリズム」
と2010年「言論法」についての覚書」早稲田大学大学院法研論集145号（2013）121頁以下。
7　一方，大陸法では出版をこのような意味で用いないため，EUレベルで議論する際には，
混乱が生じうるという。Trevor C Hartley，Libel tourism - a solution in sight, Northern 
Ireland Legal Quarterly, 63（1） 2011, p.87.
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版（通信）毎に，名誉毀損に基づく消滅時効の起算点が発生するとするもので
ある8。そして，このMPルールは，名誉毀損の訴訟原因について，個々の出版（通
信）毎に，名誉毀損に基づく不法行為請求権が発生するという英国の考えの基
礎となった 9。英国の裁判所は英国で個人に向けられた出版（通信）から生じる
すべての不法行為に対して，管轄を有するとされ，国際私法及び国際民事訴訟
法においても，以下で見るとおりこの発想は維持されることとなる 10。よって，
MPルールの下では，原告は英国での物の出版（通信）から生じる不法行為の
請求に限定すれば訴えを提起すれば，原則として英国に管轄が認められる 11。
（2）国際裁判管轄
英国法上，名誉毀損を含む不法行為の国際裁判管轄は，英国内に被告がドミ
サイルを有するとき 12，被告が英国外にいる場合には英国内で不法行為が認めら
れるとき 13 に，英国に認められる。もっとも，現在では前者については，名誉毀
損を主張された被告が英国にドミサイルを有する場合，EU法たるブリュッセ
ル Ia規則6条が，英国法に代わって適用される 14。よって英国法自体が問題とな
るのは，後者の場合となる。というのも，不法行為地管轄については，被告が，
8　Duke of Brunswickケースの示した法理については，Loutchansky v. Times Newspapers 
Ltdケース（[2002] Q.B. 783）において，再確認されている。
9　名誉毀損記事を有する新聞が100万部配布された場合，100万の不法行為が発生することに
なる，と説明される。Hartley, supra note（7）, p.87.
10　Paul Torremans（ed.）, Cheshire, North & Fawcett: Private International Law, 15th 
ed., Oxford University Press, 2017, pp.887.
11　なお，MPルールのインターネットへの拡張が，Godfrey v. Demon internet Limitedケー
ス（[2001] QB 201）によりなされた。同判決は，「被告（プロバイダー）が名誉毀損を含
む記述を送信するとき，及び，その記述がニュースサーバーのストレージから送信された
とき毎に，被告は，その記述について，それを含むニュースグループへのアクセスが可能
な彼らの契約者に，公表している」と，明示している。これまでの判例の経緯については，
Hartley, supra note（7） pp.86.
12　Torremans（ed.）, supra note（10）, pp.324.
13　Torremans（ed.）, supra note（10）, pp.350.
14　Torremans（ed.）, supra note（10）, p.189.
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英国あるいは EU構成国にドミサイルを有する者，との限定は付されていない。
よって，英国で損害が続いている場合またはその損害が英国での行為の結果で
ある場合には，英国の裁判所は，EU域外にドミサイルを有する外国人被告に
対しても，管轄を認める 15。そして，MPルールのもと，この管轄の決定基準が
ライベルツーリストにとって使い勝手良いものとなった。つまり，MPルール
の下では，英国に向けられた出版（通信）が認められた場合，原告はそれによ
り生じる英国内の名誉毀損に基づく請求につき，英国で訴えを提起することが
可能とされた。結果，例えば，日本国籍を有する者が米国において出版した書
籍で，それが英国でも販売された場合，自身の名誉を毀損する内容が含まれて
いると主張するサウジアラビア在住のエジプト国籍を有する者は，英国での販
売を根拠に米国在住の日本人に対して英国で裁判をする余地が認められてきた。
加えて，英米法圏の国々において発展し 16 現在も維持されているフォーラム
ノンコンビニエンスの法理（以下，「FNC」とする）は，英国での名誉毀損訴
訟においても問題となる。FNCの法理は英国でのリーディングケースとされ
る，Spiliada Maritime Corp. v. Cansulex Ltd.ケース 17 で確立した準則によれ
ば，自国が適切な法廷地ではないと判断した場合，自国が管轄を有する訴訟手
続を停止（Stay）する権限が裁判所に認められる。名誉毀損訴訟の場合には，
本来の英国における裁判の停止自体のみならず，それを前提に，原告に対する
救済の範囲を限定させる機能を有するに至っている 18。つまり，MPルールによ
15　Ibid.
16　もっとも，同法理は米国とスコットランドで先んじて認められてきたのであり，イングラ
ンドの法域においてこれが受容されたのは，1970年代に入ってからとされる。Torremans
（ed.）, supra note（10）, pp.393: 岡野裕子『ブラッセル条約とイングランド裁判所』（大阪
大学出版会，2002）45頁以下。
17　[1987] A.C. 460: この判決のわが国での解説として，佐鳥和郎「Forum non Convenience
（非便宜法廷地の法理の適用）」海事法研究会誌80号（1987）23頁以下。
18　但し，英国の視点では，欧州司法裁判所のOwusu v Jackson判決（[2005] ECR 1-1383.）
により，EU法により管轄が付与された場合にはFNCを行使することは認められないとさ
れているため，この法理の行使が許されるのは，EUにドミサイルを有しない被告に対する
手続のみに適用されることになる。Hartley, supra note（7）, p.88.
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り，英国内外での被害者たる原告の損害が個々に観念できるが，この損害のう
ち，訴訟原因としては英国における出版から生じた不法行為に対する請求に限
定することで，裁判所による FNCの発動をコントロールすることができる 19。
よって，少なくとも原告が英国での出版（通信）を問題としている場合には，
FNCは発動されず，英国裁判所が管轄を有する可能性が高いことになる 20。
なお，英国外の被告に対する裁判においては，原告が英国の領域外に召喚状
を送達する法的権限を得ることが管轄を認めるためには必要となる 21 が，この
問題について言及したのが，Berezovsky v. Michaels ケース 22 である。本件は，
ロシアの政府高官とビジネスマン（原告ら）が，英国における名誉毀損の記事
について，米国の雑誌社と，その編集者及び著者（被告ら）を訴えたものであ
る。原告らは，域外送達を認める英国のルールに従い，同送達での申立を行った。
被告らは米国ないしロシアが適切な法廷地であり英国には十分な紛争について
の利益がないと反論したが，裁判所はロシアのビジネスマンは英国で名声を有
しており，名誉毀損の雑誌も英国で出版されたものであることをもって，原告
らに上記権限を認めたうえ，被告らの主張を退け，結果的に英国に管轄を認め
た。このケースに従えば，英国に関連するビジネスをする者であれば英国に保
護する名声を有するとされ，原告の名誉を毀損するものが英国で出版された場
19　Hartley, supra note（7）, p.87:なお，MPルールの下，英国内外を含む不法行為を総体と
して英国で請求する場合については，FNCとの関係ではどのようになるのか。このような
場合に，英国が適切な法廷地か決する際の適切な方法として後掲のBerezovskyケースにお
いてStery郷は，「国境を越えて頒布される新聞や，国境を越えての放送，あるいは衛星放
送やインターネットへの投稿のいずれであるにせよ，これらの出版・公表は一つである，そ
して一つの訴訟原因のようにみなす必要があり，その上で，英国でなされることがその訴訟
にとって最善であることが明確であるかどうかを決することである。」とし，MPルールの
単純な適用から離れた議論をしている。
20　Torremans（ed.）, supra note（10）, pp.887.
21　Robert L. McFarland, Please Do Not Publish this Article in England: A Jurisdictional 
Response to Libel Tourism, Mississippi Law Journal, 79（3） 2011, p.643.
22　[2000] 1 W.L.R. 1004 （H.L.）.
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合には，当該出版物の公表者は被告は英国の管轄に服することになる 23。
（3）準拠法選択規則
かくして，英国においては容易に国際裁判管轄が認められることになるが，
英国を原告に有利な法廷地だとするためには，更に，いかなる法が準拠法とな
るかが問われることになる。この点，名誉毀損については，英国法は自国法
のみが適用されることになっている。後述するように準拠実体法を決する EU
規則である契約外債務の準拠法を規律するローマⅡ規則においては，名誉毀損
は適用除外とされており 24，いずれの事案であっても英国法が自国の準拠法選
択規則により判断することになる。しかし，名誉毀損の準拠法選択規則につい
ては英国の国内法である「1995 年国際私法（雑規定）」においても明文規定が
ない 25。かくして，現状，名誉毀損の問題は不法行為一般に関する判例法が適
用される領域とされる 26。そして，Phillips v. Eyreケース 27以後発展を遂げた，
不法行為準拠法と英国の不法行為法の双方により，不法であることを要求する
ダブルアクショナビリティールールは，現在でも名誉毀損訴訟において妥当す
ることになる。そして，不法行為がなされた地が英国であった場合には，英国
実体法のみが適用される 28。なお，救済手段についても英国では法廷地法によ
る，とされており手続的側面についても英国法が適用される 29。よって，前述
の通り少なくとも原告が英国での出版（通信）を問題としている場合には，英
23　McFarland, supra note（21）, p.644.
24　François Michel Meier, Unification of choice-of-law rules for defamation claims, 
Journal of Private International Law, 12（3） 2016, pp.494.
25　西賢『比較国際私法の動向』（晃洋書店，2002）96頁。
26　西『前掲書』注（25）98頁以下。
27　L. R. 6 Q. B. 1（1870）.
28　Szalatnay-Stacho v. Fink（[1947]KB 1）:また，種村佑介『国際不法行為法の研究』（成
文堂，2017）258頁以下参照。
29　L. Collins et. al., Diecy, Morris and Collins, The Conflict of Laws, 15th. ed., Sweet & 
Maxwell, 2012, pp.203.
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国に管轄が認められ，かつ，英国法が全面的に適用される 30。
（4）実体名誉毀損法
次に，英国の実体名誉毀損法についてであるが，後述する 2013 年に名誉
毀損法が制定されるまでの英国においては，”plaintiff-friendly”と評される，
すなわち原告の主張に基づき容易に名誉毀損を認定する法制を有していた 31。
2013 年以前の名誉毀損法の前提は，名誉毀損の言明は虚偽である，という点
を出発点とする 32。そして，原告が名誉毀損の言明が公表された点さえ示せば，
被告が責任を回避するためには，当該言明は真実であったことを，被告たる著
者ないし出版社が証明しなければならない，とされていた 33。
（5）コスト
加えて，コスト関係が指摘されている。まず費用面では，被告となった者に
とって非常に高額の金銭の支払が生じる可能性が，英国名誉毀損訴訟において
は前提とされている。つまり，被告が抗弁をなすためだけに要求される弁護士
費用は約 20 万米ドルとも言われ 34，総額は 100 万米ドルを超えることもあると
される 35。また時間的にも，名誉毀損訴訟は数年かかる。結果，被告として 4年
間裁判を行い，勝訴した場合でも 200 万ポンドかかったケースも報告されてい
る。また，英国は弁護士費用転嫁ルールを有しており，敗訴当事者が勝訴当事
者の費用を負担するが 36，更に多数の英国弁護士は，”勝訴しなければ費用不要
30　Torremans（ed.）, supra note（10）, pp.887.
31　当時の英国の法制を紹介するわが国の文献として，岡久「前掲論文」注（4）4頁以下。
32　Sanchez, supra note（5） p.485.
33　英国名誉毀損法の詳細については，塚本『前掲書』注（4）2頁以下。
34　See, Ellen Bernstein, Libel Tourism's Final Boarding Call, 20 Senton Hall Journal of 
Sports and Entertainment Law, 2010, p.221.
35　Sanchez, supra note（5）, p.483.
36　この点については，三宅知三郎「イギリスの民事手続における弁護士費用の敗訴者負担の
事務津の最近の動向」判タ1225号（2007）83頁以下参照。
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（No win, No fee）”といった完全成功報酬の合意に基づいて名誉毀損事件の原
告を代理するという。これにより原告は費用負担の恐れから解放される 37。な
お，被告への更なるコスト面での不安として，訴訟に臨み上記実体法において
真実が証明できない場合には，懲罰的な損害賠償の原告からの請求が認められ
ていた点も挙げられる 38。
２．英国名誉毀損法制と米国
上記でみた，英国実体法が世界のスタンダードであれば，問題となるのは，
主に管轄のみといえる。しかし，2008 年，国連の自由権規約人権委員会が，
英国の姿勢は出版する者に対して萎縮する効果を生み出すとして，英国に対し，
後述する「現実の悪意」（actual malice）の法理を導入する名誉毀損法の導入
を促す事態に発展する 39。その背景には，米国法との相当の差があった。とり
わけ，MPルール，名誉毀損法の要件及び表現の自由の考え方の違いは，後述
する通り，名誉毀損の数は 1つであり，そして修正憲法第一条の表現の自由の
保護の下，言明は真実であるとの推定から始まり，原告はそれが虚偽であると
証明する必要がある米国法と対照されると，余りに原告に有利な法制といえた。
以下では，比較対象とされる米国の制度につき概観する。
（1）米国における名誉毀損の訴訟原因
MPルールについてであるが，米国では，名誉毀損の訴訟原因について，一
種の出版物から生じた損害を総体で一つと捉えることとされてきた。このよう
な捉え方は，”Single publication”ルール（以下，「SPルール」とする）呼ば
37　McFarland, supra note（21）, p.627.
38　Sanchez, supra note（5）, p.485.
39　See, U.N. Human Rights Comm., Consideration of Reports Submitted by States 
Parties Under Article 40 of the Covenant, Concluding Observations of the Human Rights 
Committee, United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland, para. 25, U.N. Doc. 
CCPR/C/GBR/CO/6 （July 30, 2008）.
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れている。従来，アメリカ法律協会の 1938 年不法行為リステイトメント 578
条においてはMPルールが採用されている一方 40，裁判例の中には 1886 年に
SPルールに立っているとみなしうるもののがあったとされる 41 といった状態
であった。そのような中，MPルールか SPルールかについて，米国で明確な
結論が下されたのは，英国の Duke of Brunswick v. Harmerケースが下され
てからおよそ百年を経た後の 1948 年の Gregoire v. GP Put-nam’s sonsケー
ス42であった 43。同判決は当時においてもMPルールは既に時代遅れと評し，最
初の発行年のみを出訴期限の起算点とする SPルールを採用するとした。なお，
MPルールに対してはその後，Firth v. State of New Yorkケース 44 が「出訴期
限，訴訟の重複，被告への迷惑行為を際限なく引き起こす原因となる」と具体
的に非難している。そして，SPルールは，不法行為法第二リステイトメント
の 557Aに，明文化された 45。もっとも州レベルでは，カリフォルニア州法など
は明確に SPルールを規定するが，すべての州法で必ずしも同ルールが採用さ
れているわけではなく，モンタナ州やワイオミング州はMPルールを採用する。
但し，連邦レベルでは SPルールが採用されていると評価されている 46。なお，
抵触法においては，抵触法第一リステイトメント 377 条は名誉毀損の言説の公
表地への単一の連結を謳い，抵触法第二リステイトメント 149 条・150 条にお
いても，公表地ないし事件及び当事者に最密接関係地法への一つの法域への連
40　出口耕自「アメリカ抵触法における名誉毀損法」上智法学42巻1号（1998）73頁以下。
41　Nathan W. Garnett, Dow Jones & Co. v. Gutnick: Will Australia's Long Jurisdictional 
Reach Chill Internet Speech World-wide?, Pacific Rim Law & Policy Journal, 13（1） 
2004, p.78 （note 116）.
42　81 NE2d 45 （NY1948）.
43　出口「前掲論文」注（40）74頁参照。
44　（2002） 775 NE 2d 463.
45　Garnett, supra note（41）, p.78（note116）.
46　Sapna Kumar, Website Libel and the Single Publication Rule, University of Chicago 
Law Review, 70（2） 2003, p.643.; 松井茂紀『表現の自由と名誉毀損』（有斐閣，2013）396
頁以下参照。
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結のみを指示している 47。
（2）米国における名誉毀損法と表現の自由
かくして，米国では，MPルールとの比較検討を経た上で，SPルールを連
邦法ないし多くの州法で採用している点で英国との差異がみられる。更に，米
国では，New York time  Co v. Sullivanケース 48 により，上記でみた英国の名
誉毀損への厳格責任，すなわち原告の名誉毀損請求の立証を容易にしているア
プローチを放棄している 49。同判決では，公務員は，虚偽の事実に基づいた声
明により，自身の名誉を毀損されたとしても，表現者側に現実の悪意がない限
り，損害賠償請求は認められないとし，原告に「現実の悪意」の証明を課し
た。そして公務員の概念は，Curtis Publishing Co. v. Buttsケース 50において，
公人（Public ﬁgures）に拡張された。かくして，現在，公人が米国で名誉毀
損が認められる要件としては，当該出版物の出版，そしてそれが原告に向けら
れたものであること，他者からの評価を下げるものであること，の他に，虚偽
であること，及び，現実の悪意があったこと，があり，これらはすべて原告が
証明責任を負うとされる 51。一方，公人に当たらないものについては，各州に
より異なった要件が課されているが，多くの州では虚偽は要件とされていると
される 52。この状況について，米国名誉毀損法は，"defendant-friendly"と評さ
47　出口「前掲論文」注（40）75頁以下。
48　376 U.S. 254（1964）：この判決については，日本でも多くの文献で紹介・分析がなされ
ている。代表的なものとして，塚本『前掲書』注（4）299頁以下，松井『前掲書』注（46）
63頁以下。
49　Nicole M. Manzo, If You Don't Have Anything Nice to Say, Say It Anyway: Libel 
Tourism and SPEECH Act, Roger Williams University Law Review, 20（1） 2015, p.160.
50　388 U.S. 130 （1967）：この判決については，松井『前掲書』注（46）97頁以下。
51　Manzo, supra note（49）, p.160.
52　Willian G. Hagans, Who Does the First Amendment Protect?: Why the Plaintiff 
Should Bear the Burden of Proof in Any Defamation Action, Review of Litigation, 26（3） 
2007, p.627 （note81）.
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れ 53，英国名誉毀損法の”plaintiff-friendly”と対比されている。
以上の米国の立場については，憲法上の表現の自由との関係で，米国法の公
序の枠内にあり，外国判決との関係においても遵守すべきものとの認識がなさ
れている。これは，英国での判決を批判した 2つの米国裁判例に顕著に表れて
いる。一つ目としては，1992 年にニューヨーク地裁で下された Bachchan v. 
India Abroad Publicationsケース 54 がある。本件は，インドの政治家である原
告からのニューヨーク法人に対する英国で下された名誉毀損判決の執行が米国
で求められたのである。同判決では，公序違反を理由にニューヨークでの英国
判決の執行を拒絶した。その理由としては，英国法の下では被告が名誉毀損の
声明が真実であることを証明する責任を負っているが，この証明責任の転換は
合衆国憲法第一修正の要求に抵触する，とした。そして，ここでいう憲法上の
要求とは，Philadelphia Newspapers v. Heppsケース 55 で提示された，名誉毀
損訴訟においては，原告が過失同様に，虚偽であることを証明する責任を負う，
を指すとした。二つ目のものとして，1997 年にマリーランド州高裁で下され
た Telnikoff v. Matusevitchケース 56 がある。同様に英国で得た名誉毀損判決
の執行が米国で求められたものであるが，裁判所は「英国名誉毀損訴訟で用い
られる原則は，マリーランド名誉毀損法と，そして，マリーランド法が前提と
する出版の自由という政策と，相当に相反するものといえる」とし，当該英国
判決は Comityの原則の下での承認は許されない，として執行を拒絶した 57。
53　Manzo, supra note（49）, p.161.
54　585 N.Y.S.2d 661 （NY Sup. Ct. 1992）： See, Daniel C. Taylor, Libel Tourism: Protecting 
Authors and Preserving Comity, Georgetown Law Journal, 99（1） 2010, p.199.
55　475 U.S. 767 （1986）：この判決については，松井『前掲書』注（46）115頁以下。
56　702 A.2d 230 （Md. 1997）; See, Taylor, supra note（54）p.199.
57　これらの判決をわが国で紹介・分析するものとして，芳賀雅顯『外国裁判の承認』（慶應
義塾大学出版会，2018）188頁以下。
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（3）ライベルツーリズムと米国の対抗立法
このような状況にあって，米国においては英国の名誉毀損法は言論に対する
萎縮効果をもたらす，という表現が用いられるようになる 58。つまり，米国人
が英国名誉毀損訴訟に巻き込まれることがはっきりした以上，英国判決の英国
内での執行も考慮に入れる必要が生じる。そして，英国の名誉毀損判決は高
額な賠償を命ずることもあって 59，英国に財産を有する者は米国でさえ自由な
発言への自粛が生じうる，との懸念が示された。そして，著者や出版社は英
国やその他の国にある，原告に有利な名誉毀損法がもたらす危険を避けるた
めに，例えば，メディアによる賠償保険の活用 60，あるいは出版社がリスクを
避けるための事前チェックを行い，最も厳しい国の制限でも耐えられるように
するか，あるいは訴訟リスクのある国では別バージョンを頒布すべきか，と
いった判断を要するようになった 61。このようにして，発言の自由さは自制さ
れる方向へと進んでいった。そして，米国が外国名誉毀損法により厳しい態度
で臨む契機となった事件が起きた。それが，ライベルツーリズムの典型例と
される，Mahfouz v. Ehrenfeldケース 62 である。本件は，サウジアラビア人の
Mahfouz（英国訴訟原告：米国訴訟被告）が，イスラエル人の Ehrenfeld（英
国訴訟被告：米国訴訟原告）が米国で出版した書籍の中に名誉毀損にあたる表
現があるとして，英国で損害賠償等を求める訴えを提起したことに端を発する
事件である。前述の通り，英国においてはMPルールの下，出版物の複製毎
に名誉毀損が生じうるとされている。本件は，当事者のいずれも英国人ではな
くかつ英国に居住しておらず，問題となった書籍は，英国では出版されておら
ず，英国はマーケットでもなかった。しかし，英国で登録されているウェブサ
イトを通じてオンラインで当該書籍が 23 部売れたことが，管轄を基礎付けた。
58　See, Taylor, supra note（54）, p.198.
59　Taylor, supra note（54）, p.201.
60　Gerald G. Ashdown, Journalism Police, Marquette Law Review, 89（4） 2006, p.745.
61　Taylor, supra note（54）, pp.202.
62　[2005] EWHC 1156 （QB）.
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Ehrenfeldは，英国での出廷を拒否したため，欠席判決が下され，Ehrenfeld
に対して，原告主張額の賠償と，謝罪及び彼女の書籍の現存物の廃棄が命じら
れた。一方，Ehrenfeldは，ニューヨーク南地区連邦地方裁判所に，英国裁判
所が決定した当該問題となった文章に関する Ehrenfeldへの名誉毀損請求は，
ニューヨーク法により，Mahfouzが実行することはできない，ことの確認，
併せて，英国の欠席判決は，ニューヨーク州では執行できないこと，の確認，
を求めて訴えを提起した。しかし，同地裁は，被告であるMahfouzは米国に
住所を有しておらず，またその行動は，ニューヨーク州での営業行為を基礎付
けるほどの関連性が認められないことにより，米国は被告に対して人的管轄権
を行使できないとし，Ehrenfeldの訴えを退けた。上訴審であった第二巡回裁
判所のおいても，原審と同様の判断が下されている 63。
かくして，ライベルツーリズムは米国における表現の自由を阻害するもので
あるとの認識が広まり，連邦議会においても，ライベルツーリズムとの表現
が用いられるに至り 64，結局，2010 年，連邦法である SPEECH Act（Securing 
the Protection of our Enduring and Established Constitutional Heritage 
Act）がライベルツーリズムの対抗立法として制定されることになる65。同法は，
連邦法である合衆国法典 28 章 4101 条から 4015 条に取り込まれた。以下，本
稿に必要な箇所について条文訳を示す。
「4102 条 - 外国名誉毀損判決の承認
（a）修正第一条要件
（1）一般
63　881 N.E.2d 830 （N.Y. 2007）; 518 F.3d 102, 105 （2d Cir. 2008）.
64　この点については，以下のURL参照。https://cohen.house.gov/press-release/president-
obama-signs-cohen-speech-act-law （as of December 17, 2018）
65　SPEECH Actのわが国事案への適用ないし波及効果について筆者は，2018年11月17日，
第20回国際商取引学会全国大会 （同志社大学）において研究報告する機会を得た。本報告に
ついては，別稿にて公表予定である。
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他の連邦法及び州法の規定に関わらず，米国裁判所に外国名誉毀損判決の承
認執行が求められた場合，以下のことを認定できない場合には，当該裁判所
はその承認執行を拒絶する。
（A）外国裁判所の判決に適用された名誉毀損法が，米国憲法修正第一条 及び
法廷地州の憲法と法律によりもたらされるものと，当該事案において，同程
度以上の言論の自由と報道の自由のための保護を与えることを規定している
こと。
（B）外国裁判所の判決に適用された名誉毀損法が，米国憲法修正第一条及び
法廷地州の憲法と法律によりもたらされるものより低い保護水準での言論の
自由と報道の自由であった場合には，外国判決の承認執行を拒む当事者が，
米国憲法修正第一条及び法廷地の州の憲法と法律を適用する当該裁判所から，
名誉毀損の責任を問われること。
（2）名誉毀損法適用の証明責任
外国判決の承認執行を求める当事者が（A）（B）に要求された状況を提示す
る責任を負う。
（b）管轄要件
（1）一般
他の連邦法及び州法の規定に関わらず，米国裁判所に外国名誉毀損判決の承
認執行が求められた場合，外国裁判所による人的管轄権の行使が，米国憲法
により国内裁判所に課されているデューププロセスの要請と合致していたこ
と，を認定できない場合には，当該裁判所はその承認執行を拒絶する。
（2）管轄権行使の証明責任
外国判決の承認執行を求める当事者が，外国裁判所の人的管轄権の行使が米
国憲法により国内裁判所に課されているデューププロセスの要請と合致して
いたという，状況を提示する責任を負う。
（c）サービスプロバイダーに対する判決
（1）一般
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外国判決の対象となっている情報が米国において提供されたものである場合，
他の連邦法及び州法の規定に関わらず，米国裁判所に 1934 年通信品位法 230
条（USC47 編 230 条）に定義されているものと同様のサービスプロバイダー
に対する外国名誉毀損判決の承認執行が求められた場合，当該外国判決が同
法 230 条と矛盾しないことを認定できない場合には，当該裁判所はその承認
執行を拒絶する。
（2） 判決調和の証明責任
外国判決の承認執行を求める当事者が，外国裁判所の判決が 1934 年通信品位
法 230 条と矛盾していないという，状況を提示する責任を負う。
（d）及び（e）　略。」
「4104 条 確認判決
 （a）訴訟原因
（1）一般
米国民は，公表されたその者による文書，発言，その他の言論に基づいて外
国判決が下された当事者となった場合，2201（a）に基づいて地方裁判所に，
外国判決が米国の憲法及び法律に反しているとの確認のための訴訟を提起す
ることができる。 本条の目的のため，外国判決が 4102 条（a）（b）（c）に照
らして執行ができない場合を，同判決は米国の憲法及び法律に反していると
する。
（2）判決不執行の証明責任
1項に基づいて訴訟を提起する当事者が，外国判決が 4102 条（a）（b）（c）に
照らして執行ができないことを証明する責任を負う。
（b）　略」
以上，簡潔に言えば，米国は，外国名誉毀損判決の承認に自国の表現の自由
と同等の法での判決であることを要求し，仮にそれを満たさない場合には再度
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承認州法での再審査を経て，執行可能かを決するとし，また，先制攻撃として
の当該外国判決の不執行確認請求を認めることで，米国法の表現の自由を害す
る判決を明示的に拒絶する手続を整備し，ライベルツーリズムへの対抗措置と
した。
３．小括
ここまで，ライベルツーリズムのメカニズムについて英国法と米国法の相克
を軸に概観した。ところで，純然たる私人に対しては，米国法は虚偽及び現実
の悪意の証明責任を課していないとの評価が可能であり，この点は英国との相
違がないようにも思える。しかし，そもそも純然たる私人が，世界的な名声を
得ている場合は稀であろうし，またそれに伴う名誉毀損が諸外国でも問題とな
ることは稀であって，ライベルツーリズムとの関係で問題となることはそれほ
どないと考えられている 66。
上述のようにライベルツーリズムへの誘因を英国法が有していたことは言う
までもないが，名誉毀損に関連する法制が，各国で相違している現状にあって
は，英国と米国に限らずこの摩擦は生じうる。以下では，今後のライベルツー
リズムへの見通しについて概観していく。英国は前記 5つの要因のうちの 3つ
については，2013 年英国名誉毀損法の制定に伴い，一定程度解消されたとさ
れるため，まずこの点を確認し，その後，若干の関連する法制についての現況
及び 2018 年 12 月現在英国が構成国となっている EUでの法制の現況につき分
析する。
66　Manzo, supra note（49）, p.161（note32）.
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Ⅱ　ライベルツーリズムの今後
１．現行法
（1）英国
英国では，2013 年に名誉毀損法が成立する。同法の制定の背景には，表現
の自由と社会的地位の保護のバランスを確保することを掲げていたが，ライベ
ルツーリズムへの対応もあったとの指摘もなされている 67。同法の制定過程に
ついてはわが国に既に詳細な解説 68があるため，以下では，従前のライベルツー
リズムの要因について是正を促す規定について，紹介，検討する。
（i） MPルール
まずMPルールは，2013 年名誉毀損法 8 条により，改正されるに至った。
すなわち，8条は以下のように規定する。
「第 8条 単一公表ルール
 （1） この条はある者 [が次の（a）にいう公表を行い，続いて（b）にいう公
表を行った場合 ]に適用する。（a）声明を公衆向けに公表すること（「第 1公
表」）。（b）引き続き（公衆向けか否かを問わず）当該声明又は実質的に同じ
声明を公表すること。
（2） 第 1項中「公衆向けに公表する」とは，公衆の一部に公表することを含む。
（3） 1980 年出訴期限法第 4A条（名誉毀損の出訴期限等）の目的のために，引
き続いて行われた公表に対する名誉毀損の訴因は，第 1の公表の時点で発生
したものとして扱う」
67　Peter Arnt Nielsen, Libel Tourism: English and EU Private International Law, 
Journal of Private International Law, 9（2） 2013 p.272.
68　岡久「前掲論文」注（4）3頁以下。なお翻訳文に際しては，同論文に依拠した。
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これにより，訴訟原因は単一なものとされ，Duke of Brunswickケースが
示したMPルールに基づいていた出訴期限法 4A条 69 の基準時の解釈は，明文
によって第 1公表時点と改められた。
（ⅱ）国際裁判管轄
そして同規定を踏まえ，問題とされてきた国際裁判管轄につき，EU域外の
者の英国での名誉毀損判決について 9条に明文規定がおかれた。
「第 9条 英国又は欧州連合加盟国等に本拠地を置かない者に対する訴訟
（1） この条は，次の各号に掲げる国に本拠地を置かない者に対する名誉毀損訴
訟に適用する。
 （a） 連合王国
 （b） その他の欧州連合加盟国
 （c） 当分の間，ルガノ条約の締約国である国
（2） 裁判所は，訴えられた声明が公表された全ての場所のうち，イングランド
及びウェールズが当該声明に関する訴訟を行う上で明白に最適であると判断
した場合でない限り，この条を適用する訴訟を審理し，裁定する裁判権を有
しない。
（3） 第 2項における訴えられた声明は，当該声明と同じ又は実質的に同じ非難
をもたらすあらゆる声明を含む。
（4）及び（5）略」
69　1980年出訴期限法第4A条　（名誉毀損あるいは悪意ある虚偽に基づく訴訟の出訴期限）
「本法2条の出訴期限は以下の訴訟には適用しない。
（a）文書及び口頭による名誉毀損
（b）名称への中傷，商品への中傷，その他悪意ある虚偽に風説の流布
これらに関する訴えの提起は，訴訟原因が確認された日から1年が経過した後にはするこ
とができない。」
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8 条を受けて，9 条 3 項により，EU域外の者が訴えを提起できる「声明」
が単一なものとされた。そして，その公表地に英国が含まれており，かつ，イ
ングランド及びウェールズが訴訟の明白な最適地であるときに限り国際裁判管
轄が英国に認められるとした。これにより，従前の過剰管轄が抑制された上，
訴訟原因は他国の侵害も含んだ一体的なものとなった。但し，この規定につい
ては，最も便宜な法廷地が英国でない限りは審理をしないと読む場合，最も，
であるか否かが不明であることをもって，代替的な法廷地の有無を検討せずに
裁判所が訴えを却下するならば，欧州人権条約における司法へのアクセスの
要求に矛盾する可能性を有する規定となりうる点が指摘されている70。つまり，
管轄の消極的抵触の発生の可能性がある規定といえる 71。
（ⅲ）実体名誉毀損法（証明責任規定）
最後に，米国との差異としてとりわけ問題となってきた原告に有利な証明責
任法規については，原則が 1条に規定された 72。
「第 1条 深刻な被害
 （1）ある声明の公表が原告の評判に対し，深刻な被害を及ぼしたか，又は及
ぼす可能性が高い場合でなければ，これを名誉毀損とはみなさない。
 （2）この条の目的のために，営利組織の評判に対する被害は，これが深刻な
財政的損失を及ぼしたか，又は及ぼす可能性が高い場合でなければ，これを「深
刻な被害」であるとはみなさない。」
70　Torremans（ed.）, supra note（10）, p.355.
71　但し，2013年名誉毀損法の注釈では，9条については，原告が他国で公正な裁判を受けら
れないと考えられる理由の有無については，裁判所は考慮すべきとされる。同注釈は以下の
URL参照。http://www.legislation.gov.uk/ukpga/2013/26/notes/contents（as of December 
17, 2018）
72　このほか，14条は，感染症や伝染病の公表を名誉毀損とする場合には，それによる特別
な被害について原告が証明を負うとする規定である。
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そして，真実あるいは正直な見解，公益事項，科学又は学術雑誌で査読を受
けた声明，については例え原告が 1条の事実を証明できたとしても，抗弁事項
として機能する（2条，3条，4条，6条）。また，訴えられた者がウェブサイ
トの管理者であった場合にも，自身が侵害していないと抗弁が認められる（5
条参照）とされた。以上により，plaintiff-friendlyとされた英国名誉毀損法は
刷新が図られている。
（ⅳ）適用範囲
注意すべきは同法の適用範囲である。2013 年名誉毀損法は，イングランド，
ウェールズのほか，スコットランドが部分的にしか採用しておらず（同法 17
条），また，北アイルランドでは同法の適用ない。それゆえ，北アイルランド
の首府であるベルファストがライベルツーリズムの新たなホームになるとの指
摘もある 73。
（2）アイルランド・オーストラリア・カナダ
まず，アイルランドは，英国判例に倣って従前MPルールを採用していた
が 2009 年に制定された名誉毀損法により，SPルールへの転換が図られた。同
法制定の議論にあっては，SPルールを採用していた米国，及び，名誉毀損法
の新法を策定中であった英国の議論が参照された。同法 38 条は「2009 年名誉
毀損法の意味における名誉毀損訴訟を提起する際には，訴訟原因の発生日は，
名誉毀損の声明が最初に公表された日とする。なおその声明がインターネット
メディアを通じて公表された場合，そのメディアを通じて見聞きできるように
73　Ali G. R. Auda, A Proposed Solution to the Problem of Libel Tourism, Journal of 
Private International Law, 12（1） 2016, p.111（note 32）.; 北アイルランド議会の同法への
対応については以下のURL参照。http://www.niassembly.gov.uk/globalassets/documents/
raise/publications/2013/ﬁnance_personnel/9013.pdf（as of December 17, 2018）
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なった最初の日とする」と規定し，SPルールが導入された 74。もっとも，国際
裁判管轄の管轄ルール自体は同法には含まれていない。
オーストラリアでは，MPルールが維持されており，また実体法上の表現
の自由の保障も米国に比して厚いとは言えない状況が続いており 75，以下の管
轄法制を踏まえ，英国以外のライベルツーリストにとって知られた目的地で
あるとも評されている 76。その背景として挙げられるのが，名誉毀損の国際裁
判管轄に関する 2002 年の Dow Jones & Co. v. Gutnickケース 77 である。本件
は，米国において，出版された”Barron's”の記事において名誉を毀損された
とし，ヴィクトリア州にドミサイルを有する Gutnickが，Barron'sの出版社
である，ニューヨークに本拠を有する Dow Jones & Co. を訴えたものである。
Barron'sの記事は，www.wsj.comにおいても閲覧可能であり，本件で問題と
なったものについては，ウェブ上で公開されていた。なお，記事のアップロー
ド地はニューヨークであり，ニュースサーバーはニュージャージー州にあった。
記事は有料で，オーストラリア自体はマーケットではなかった（オーストラリ
アでの契約者は若干名とされる）。以上の状況の下，原告はオーストラリアで
生じた損害に限定した訴えを提起した。判決を下すにあたり，国際裁判管轄が
問題となった。1996年ビクトリア州最高裁民事訴訟規則7条 78は，一定の場合，
74　この点， Ursula Connolly, Multiple Publication and Online Defamation - Recent Reforms 
in Ireland and the United Kingdom, Masaryk University Journal of Law and Technology, 
6（1） 2012, pp.42.
75　Tara Sturtevant, Can the United States Talk the Talk & Walk the Walk When it 
Comes to Libel Tourism: How the Freedom to Sue Abroad Can Kill the Freedom of 
Speech at Home, Pace International Law Review, 22（1） 2010, pp.281.
76　McFarland, supra note（21）, p.629.
77　（2002） 210 CLR 575: この判決については，ジョン・ミドルトン「インターネットと名誉
毀損」比較法文化17号（2009）15頁以下。
78　なお，同規則は2005年の改正規則制定に伴い廃止されている（なお，2018年12月現在は
2015年改正規則が妥当）。本事件に適用された1996年規則については，以下のURL参照。
http://www.legislation.vic.gov.au/Domino/Web_Notes/LDMS/PubStatbook.nsf/93eb987e
badd283dca256e92000e4069/5dbafa4d956f64bfca256e5b0021a2c6/$FILE/96-019sr.pdf （as of 
December 17, 2018）
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域外の被告に対して管轄を及ぼすとの規定であり，その適用が検討された。同
法 7.01 条（i）は「手続がビクトリア州内でなされた不法行為を基礎とするも
のである場合」，同条（j）は「手続が，どこで起きたにせよ，ビクトリア州で
全体又は部分的に生じ，不法な作為ないし不作為が原因となった損害について
提起されたものである場合」には管轄が認められるとされており，同法は加害
行為地と損害発生地の双方に管轄を認めている。そして，オーストラリアでは，
米国のような「最小限の関連性」（minimum contact）は，要求されていない
ため 79，上記管轄ルールに合致するケースにおいては原則としてオーストラリ
アが管轄を有するとされた。また，FNCの法理はオーストラリアでも Voth v. 
Manildra Flour Mills Pty Ltdケース 80 により確立したが，同国では FNC法
理の発動に際して「明らかに不便宜な法廷地」であることを要件としており，
その発動は厳格であるとされる 81。以上を踏まえて，ビクトリア州最高裁は，
ダウンロードが起きた時点でビクトリアで名誉毀損の疑いのある記事の出版が
生じた，とし，そうである以上，ビクトリアは不便宜な法廷地ではない，と判
示した。上訴されたが，オーストラリア最高裁もその結論を支持している。以上，
オーストラリアでは名誉毀損の国際裁判管轄はかつての英国同様に，MPルー
ルの下，plaintiff-friendlyな状況が続いており，実体法も 2013 年以前の英国
法を踏襲している状況である。
更にカナダにおいても，その実体法は英国と同様であるとされ，それゆ
え米国でのカナダ法を適用した判決を米国で承認執行しようとする際には，
SPEECH Actの適用を受け承認が拒絶されるケースが報告されている 82。その
79　Garnett, supra note（41）, p.81.
80　[1990] HCA 55:この判決については，岡野祐子「オーストラリア裁判所の裁量権行使：
Voth判決からDobson判決に至るまで」法と政治64巻3号（2013）9頁以下。
81　Garnett, supra note（41）, p.81.
82　これらの判例については，Mariottini, Freedom of Speech and Foreign Defamation 
Judgments: From New York Times v Sullivan via Ehrenfeld to the 2010 SPEECH Act, 
in: Burkhand Hess, Cristina M. Mariottini, Proteciting Privacy in Private international 
and Procedual law and by Data Protection, Nomos Verlagsgesellschaft 2015, pp.150.
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背景には英国法を継受しつつ，米国法の法理の拒絶（例えば，「現実の悪意」
の法理の不採用を明示したHill v. Church of Scientologyケース 83）の立場を明
確にしている点が挙げられよう 84。加えて，名誉毀損の国際裁判管轄について
は，オーストラリアの Dow Jones & Co.ケースと類似の立場を取ったものが
知られている。2013 年の Breeden v. Blackケース 85 であるが，本件は，Black
氏が，米国イリノイ州の会社の従業員に対して，オンタリオ州裁判所に 6件計
10 名に対して名誉毀損訴訟を提起したものである。Blackは，同社のウェブ
サイトに投稿された文書が名誉毀損の声明であり，これはダウンロードされ，
読まれ，そして，3紙の新聞によりオンタリオ州で印刷されるに至ったとし，
オンタリオにおける彼の名声が害されたことによる損害賠償請求を求めた。こ
れに対し，従業員らが，本件とオンタリオは現実かつ実体的な関連性を有して
いない，あるいは，代替的な主張として，ニューヨークないしイリノイの裁判
所がより適切な法廷地であるとの根拠で訴訟を停止させるための申立てを行っ
た。第一審，第二審共に，従業員の申立てを退けた上，オンタリオ州最高裁は，
Blackが損害の限定をカナダにしていたことを背景に，「問題となっている名
誉毀損行為はオンタリオで起きたものである」とし，国際裁判管轄についてオ
ンタリオ州は不便宜な法廷地ではないとした。インターネット事案であっても
ダウンロードがあったことなどを背景に管轄を容易に認め，原告が訴えの提起
時，請求の対象を自国の損害に基づく損害賠償に絞る手法は，FNCの法理の
発動の抑制に繋がっている点，ライベルツーリズムの観点からはオーストラリ
アと同様の位置づけが可能であろう 86。
83　[1995] 2 S.C.R. 1130：この判決については，松井茂紀『カナダの憲法』（岩波書店，2012）
203頁以下。
84　両国の実体法の差異については，Eugénie Brouillet, Free Speech, Reputation, and The 
Canadian Balance, New York Law School Law Review, 50（1） 2006, pp.39
85　[2012] 1 S.C.R. 666.
86　但し，FNCの法理は，カナダとオーストラリアではその発動の要件には差異がみられる
とされる。原則として英国の前掲Spiliadaケースを踏襲するカナダに対し，オーストラリ
アは明白性の要件を加え，その発動を制限する。Torremans（ed.）, supra note（10）, p.394.
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２．国際法規と名誉毀損
以上，英米法圏を中心に現状を見てきた。ところで，ローマ法時代から名声
（fama）への侵害に対する救済自体は訴権として認められてきたものとされ
る 87。この点が一致している限り，統一法なども可能とも考えられ，それが実現
する可能性があれば，ライベルツーリズムは減退することが想定されるが 88，
実際に名誉毀損に関する国際法規の現状はどうであろうか。以下では，条約と
EU法につきその現状をみていく。
（1）多数国間条約
MPルールか否かも含め，実質法において名誉毀損法の統一を図る条約は現
在のところ存在しない。また，準拠法選択規則についても，国際的な条約にお
いての規律は存在しない。これに対し，外国名誉毀損判決の承認執行について
は，民事及び商事における外国判決の承認執行に関する 1971 年 2 月 1 日ハー
グ条約がその適用範囲としている。但し，同条約は締約国が五ヶ国に限られ
ているほか 89，その効力発生要件に締約国同士の二国間協定を必要としており，
実際上の効果はかなり限定的なものと位置づけられている 90。なお，ハーグ国
際私法会議は，2018 年現在，新たな外国判決の承認執行条約の策定を目指し
ている（ハーグ判決プロジェクト）が，2018 年 5 月に公表した 2018 年条約草
案においては，2条の適用範囲外の事項としてその（K）に「名誉毀損」が挙
87　Jan-Jaap Kuipers, Personality rights, in: Jürgen Basedow, Giesela Rühl, Franco 
Ferrari, Pedro de Miguel Asensio（ed.）, Encyclopedia of Private International law, Vol.2 
Edward Elgar Publishing 2017, p.1351.
88　実体法の統一が条約で図られたとしても，訴訟制度の差異や条約の解釈の差が生じうる
ため，必然的にライベルツーリズムをはじめとする，フォーラムショッピングの消滅を
促すまではいかないであろう。この点，Franco Ferrari, >>Forum Shopping<< Despite 
International Uniform Contract Law Convention, in : Ingeborg Schwenzer und Günter 
Hager, Festschrift für Peter Schlechtriem, Mohr Siebeck 2003, pp.353.
89　同条約の締約国については，以下のURL参照。https://www.hcch.net/en/instruments/
conventions/status-table/?cid=78 （as of December 17, 2018）
90　Jan-Jaap Kuipers, supra note（87）, p.1358.
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げられており，明確に対象外としている 91。
（2）EU 法
では，EU法においては名誉毀損法はどのように扱われているのであろうか。
実体法については，統一をみない 92 のみならず，そもそも EUが権限を持つか
どうかといった上位レベルでの問題が解消されておらず，早期での統一法の
策定は期待できない 93。なお，MPルールについてであるが，この点については
欧州人権裁判所の興味深い判例がある。同裁判所は，2009 年 3 月 13 日 Times 
Newspapers （nos 1 and 2） v. The United Kingdomケース 94 において，この
MPルールが，同条約 10 条違反かについて，問われた。裁判所は，絶え間な
い名誉毀損責任が生じず，余りに遅延した訴訟提起でない限り，MPルールは
同条違反とはならないと判示した。これは積極的に SPルールの妥当性を認め
たわけではないものの，MPルールに一定の縛りを加えた上で，このような訴
訟原因の扱いをすることは，表現の自由の侵害の有無のフィルターを通した場
合でも，理論的には肯定しうると評価している。
次に，名誉毀損に関する準拠法選択規則についてであるが，EU法による統
一は図られていない。つまり，不法行為などの法定債権を対象とする，契約外
91　2018年条約草案については，以下のURL参照。https://assets.hcch.net/docs/23b6dac3-
7900-49f3-9a94-aa0ffbe0d0dd.pdf（as of December 17, 2018）; 対象外となった経緯について
は，Cristina M. Mariottini, The Exclusion of Defamation and Privacy from The Scope of 
The Hague Draft Convention on Judgment, Yearbook of Private International Law, Vol. 
19 2018, pp.477.
92　European Parliament, Working Document of 23 June 2010 on the amendment of 
Regulation （EC） No 864/2007 on the law applicable to non-contractual obligations 
（Rome II）, 2.; at http://www.europarl.europa.eu/meetdocs/2009_2014/documents/juri/dv/
romeii_23062010_/romeii_23062010_en.pdf （as of December 17, 2018）
93　Bogdan, Some Reﬂections on Contracts and Torts in Cyberspace in View of Regulations 
Rome I and Rome II, in: Convergence and Divergence in Private International Law - 
Liher Amicorum Kurt Siehr, Schulthess/Eleven 2010, p.387.
94　Applications nos. 3002/03 and 23676/03, [2009] ECHR 451.
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債務の準拠法に関する 2009 年 1 月 11 日 EU規則（ローマⅡ規則）が存在する
ものの，同規則 1条 2項（g）は名誉毀損については適用対象外としている 95。
このことは，同問題については EU構成国各国の国際私法が適用されるという
ことを意味する。
一方，国際裁判管轄及び外国判決の承認執行については，EU法たる，ブ
リュッセル Ia規則により規律される。名誉毀損については，不法行為に包含
させることとされ，ローマⅡ規則のように排除されることなく，同規則 7条
（a）にある不法行為地管轄の関係で問題とされてきた。そして，EU法の解釈
統一を一つの任務とする欧州司法裁判所（以下，「ECJ」とする）は，名誉毀
損の国際裁判管轄についていくつか重要な先決裁定を下している。先駆的なも
のとして，ブリュッセル Ia規則が規則化する以前のケースであるが，紙ベー
スの出版物を通じた名誉毀損の国際裁判管轄については，Shevill v. Press 
Alliance SAケース 96 があり，各国の損害ごとに管轄を認めるべきとする対応
が取られてきた。その後，人格権侵害との位置づけであるが，インターネッ
トを介した不法行為訴訟が問題なった eDate Advertising GmbH v. X and 
Olivier Martinez and Robert Martinez v. MGN Limitedケース 97 において，
損害賠償請求につき，侵害者の業務地または被侵害者の利益の中心地に，損
害全体の管轄を認め，加えて，アクセス可能地にその主権領域において発生
した損害のみを扱う権限を認めた。更に，2017 年 10 月に，エストニア裁判所
から ECJに先決裁定を求められた Bolagsupplysningen OÜ, Ingrid Ilsjan v. 
95　ローマⅡ規則において名誉毀損が除外されている経緯については，Meier, supra note（24）, 
pp.494: わが国でこの点の制定過程を解説するものとして，出口耕自「ローマⅡおよび通則
法における名誉毀損」上智法学論集54巻2号（2010）5頁以下。
96　Case C-68/93, [1995] ECR I-415: この判決については，中西康「出版物による名誉段損事
件の国際裁判管轄に関する欧州司法裁判所一九九五年三月七日判決について」法学論叢142
巻5・6号（1998）181頁以下，芳賀雅顯「名誉毀損の国際裁判管轄権」石川明教授古稀記念
論文集『EU法・ヨー ロッパ法の諸問題』（信山社，2002）433頁以下参照。
97　Joined Cases C-509/09 and C-161/10, [2011]ECR-I-10269:この判決については，安達栄司
「インターネットにおける人格権侵害の国際裁判管轄」国際商事法務41巻2号（2013）282頁。
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Svensk Handel ABケース 98 が下されている。本件は，eDate判決が個人を対
象とした人格権侵害事件であったことから，法人の信用毀損にもそれが及ぶか，
及ぶ場合，法人の利益の中心地はどこか，が問題となったものである。原告は
エストニア法人であるがスウェーデンで主たるビジネスを展開しているもの
で，被告はスウェーデン法人であった。原告はエストニアに管轄があるとして，
損害賠償とコンテンツの削除を求めていた。裁判所は，eDate判決の法人への
拡張を支持し，本件のように登録地と主たる活動地が異なる場合には，損害発
生地で訴えを提起することができる，とした。加えて，eDate判決では，損害
賠償請求のみを対象とした判示であったが，同判決の判示事項は情報の修正ま
たは削除についての請求をも対象としている。そして，この種の訴えは全体の
損害が請求できる構成国においてのみ提起することができる，とし，情報がイ
ンターネット上に掲載されたまたはそれにアクセスできる個々の構成国の裁判
所にできるものではない，と判示している。結果，損害賠償と削除請求では管
轄のズレが生じうることになるが，いずれにせよ，英国にブリュッセル Ia規
則が妥当する限り，少なくとも損害賠償請求については，eDate判決により，
例えドイツに居住する者が発した，ギリシアに居住するスウェーデン人の名誉
を毀損する記事に関する訴訟であったとしても，英国内の損害については英国
に管轄が認められることとなる。
そして，名誉毀損判決の承認執行については，EU構成国間では，他の種類
の民事判決と同様に，ブリュッセル Ia規則 45 条により規律される。表現の自
由との観点では，承認国が「明らかに公序に反する」と判断した場合に，45
条 1 項（a）に該当すると考えられている。ところで，ブリュッセル Ia規則の
公序は，国家法的公序であるのか，それとも EU法的公序であるのかについ
ては争いがある。この点，ECJは Dieter Krombach v. André Bamberskiケー
98　Case C-194/16, ECLI:EU:C:2017:766.
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ス 99 において，「構成国は原則として自国の概念に従い公序が要求するものは
何かを決する自由を有する一方，概念の外延は条約の解釈事項である。すなわ
ち，構成国の公序の内容を決定するのは本裁判所ではないが，他の構成国にあ
る裁判所から出された判決の承認を拒絶する目的のために，構成国の裁判所が
依拠するであろう概念の外延を再審査することが要求される」と述べる。そし
て，公序は，準拠法と法廷地法間の不一致では適用せず，また，判決国裁判所
によりなされた法や事実の探求の正確さの再審査のためにも適用しない，とそ
れを発動しないための基準を示した。そして発動の基準について，当該判決の
承認が受け入れ難い程度に，執行を求められた国家の法秩序と合致しない場合
であり，例えば基本原則を侵害するような場合をいうが，ここでの侵害は，執
行を求められた国の法秩序における本質と言えるような法の支配に対する，あ
るいは，当該法秩序内の基本原則として受け入れられている権利に対する，明
白な違反を構成する必要がある，と述べる。なお，学説からは上記の前提の下，
欧州人権条約10条100及び欧州連合基本権憲章11条101に規定される表現の自由
は，ブリュッセル Ia規則にいう公序概念の一部ないしその外延内にあり，EU
域内でのこれを侵害するような判決については，ブリュッセル Ia規則 45 条 1
項（a）に基づいて執行が拒絶されうるとの見解が示されている 102。
99　Case C-7/98, [2000] ECR I-1935: この判決については，中西康「ブリュッセル Iにおける
外国判決承認要件としての公序の機能の部分的変容」徳田和幸ほか編『現代民事司法の諸
相　谷口安平先生古稀祝賀』（成文堂，2005）699頁以下。
100　1「何人も，表現の自由に対する権利を有する。この権利は，公の機関による干渉を受け
ることなく，かつ国境を問わず，意見を持つ自由並びに情報及び思想を収受し，伝達する自
由を含む。本条は，放送，テレビ又は映画会社に各国がライセンスを要求することを妨げる
ものではない」
101　1「何人も，表現の自由に対する権利を有する。この権利は，公権力に干渉されることな
く，かつ国境を問わず，意見を持ち，ならびに情報および思想を収受し，かつ伝達する自由
を含むものとする。」
 2「メディアの自由及び多元主義は尊重されるものとする」
　翻訳については，内村國臣＝小林勝「（試訳）欧州連合基本権憲章」中央学院大学法学論
叢14巻1・2号（2001）316頁以下によった。
102　Nielsen, supra note（67）, pp.284: See also Jan-Jaap Kuipers, supra note（87）, p.1358.
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（3）小括
以上，カナダやオーストラリアをはじめ，英国内の地域レベルでも，とりわ
け米国が問題視したライベルツーリズムを生じさせる法制は維持されていると
いえる。この状況はとりわけ米国視点では望ましいものではないが，国際条約
などでの解決は困難といえ，英国がとったような国際的な情勢を意識した上で
の各国国内法の調和が現実的な解決策となろう。もっとも，近時の英国やアイ
ルランドのような SPルールへの方向転換は，問題となる記事を掲載した出版
社を被告とする訴訟が起きてしまえば，当該記事をオンライン上に放置してい
ても重ねて裁判になることはないため，当該出版社は削除などの対応に迫られ
なくなる点で問題があるされる 103。そうなると，欧州人権裁判所が示した人権
の側面からMPルールの全廃を支持しないとする立場は一定の意義を有する
ことになろう。他方，EU域内をみても，名誉毀損に関する関連法規が区々で
あることから，ライベルツーリズムへの懸念が示されている 104。EU域内にお
いてさえ名誉毀損については実体法の統一は上記の通り困難であり，国際裁判
管轄についてもブリュッセル Ia規則の改正時にライベルツーリズムは特段議
論をせずに 2012 年 12 月 12 日に発効したばかりであることから，名誉毀損に
特化したものを期待することは難しいとし 105，抵触法の統一が現在のところの
解決策とされる 106。
103　Connolly, supra note（74）, p.46.
104　Meier, supra note（24）, pp.492; Nielsen, supra note（67）, pp.287.
105　Nielsen, supra note（67）, p.280.
106　Meier, supra note（24）, p.494.
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Ⅲ　わが国視点でのライベルツーリズム
１．わが国からのライベルツーリスト
それではわが国からライベルツーリストは生まれるのか。英国における
2013 年名誉毀損法制定前の状況にあって，学説からは「原告は，例えばアメ
リカや日本から発信される表現について，アメリカ合衆国憲法修正第 1条や日
本国憲法第 21 条による言論の自由の保障が及ばないイングランドで訴訟を提
起することが考えられる。懲罰的損害賠償の考え方がなく，また損害を査定し，
賠償額を定める陪審制度がないため，名誉毀損関係訴訟で認められる損害賠償
がコモンローの諸国に比べて低額である日本のような国の原告にとって，損害
賠償が特に高額であるイングランドは， 法廷地として魅力的であろう。」との
指摘がなされている 107。前述の通り，北アイルランドは未だ旧来の英国名誉毀
損法を適用しており，現状においてもこの指摘は妥当しうる。更に，英国法の
流れを組む，カナダやオーストラリアにおける訴訟も高額の賠償を得る目的で
あれば，わが国からのライベルツーリストはあり得るといえる。
２．承認国としてのわが国
（1）民事訴訟法 118 条の要件
もっとも，当地での訴訟提起はありうるとしても，その後わが国で当該判決
が承認されるかは，米国の SPEECH Actのような名誉毀損に関する特別の外
国判決承認執行法を有しないわが国においては，民訴法 118 条の要件に合致す
るかによる。特に，旧来の英国における名誉毀損の国際裁判管轄のルールがい
わゆる過剰管轄であった点に鑑みると同条 1号の間接管轄の要件が問題とな
り，表現の自由の保障については，同条 3号の公序要件との関係が問題となろ
107　ミドルトン「前掲論文」注（77）14頁。
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う。以下では，これらの要件につき検討を行う 108。
まず民訴法 118 条 1 号であるが，名誉毀損事件の間接管轄については，わが
国には明文の規定はない。このような状況で最高裁は平成 26 年 4 月 24 日判決
（民集 68 巻 4 号 329 頁）において，「人事に関する訴え以外の訴えにおける間
接管轄の有無については，基本的に我が国の民訴法の定める国際裁判管轄に関
する規定に準拠しつつ，個々の事案における具体的事情に即して，外国裁判所
の判決を我が国が承認するのが適当か否かという 観点から，条理に照らして
判断すべきものと解するのが相当である」との判示をなした。本判決が，明文
規定を有する直接管轄と完全な一致（鏡像理論）を意図しているかについては
争いがあるものの 109，直接管轄を参照すべきことは判旨から読み取れる。わが
国では，被告の住所地（民訴法 3条の 2）及び不法行為地（民訴法 3条の 3第
8 号）のほか，財産所在地（民訴法 3条の 3第 3 号）等について，名誉毀損事
件の管轄原因が認められる可能性がある。また後述するように判例は，直接管
轄におけるインターネット上の名誉毀損事件の不法行為地については，閲覧可
能である地を指すとの立場を採用している。結果，間接管轄は，外国名誉毀損
判決の承認拒絶要件としての機能は限定的であると解される。
次に民訴法 118 条 3 号の公序について考察する。SPEECH Actのような特
別法を有しないわが国では，ライベルと同視できる名誉毀損判決はいかに扱う
べきかが問われる。この点は，上記でみたような憲法や人権条約との抵触によ
る承認拒絶といった処理方法が考えられるが，わが国法の下では，当該外国判
決の効力を認めることにより生ずるわが国における表現の自由を害するといっ
た結果の異常性及び，当該事案とわが国との内国牽連性を問うことになろう。
108　このほか，同条4号の相互の保証も問題となりうる。特に，判決国が名誉毀損に特化し
た承認執行法を有し，それがわが国の承認執行法制と実質的な同等性を有しない場合，当該
国とは名誉毀損判決について相互の保証がないとする立場を取り得るが，この点は，前述
（注65）の別稿で検討しており，本稿の検討対象からは除く。
109　中西康「判批」民商法雑誌152巻2号（2016）27頁以下，道垣内正人「判批」平成26年
度重要判例解説301頁等参照。
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単に準拠外国法自体がわが国の憲法からみてその違反が問われる可能性が高い
のみをもって公序に反するわけではない。よって，かつての英国法のように原
告は名誉毀損の成立要件の証明が容易であり，被告はそれを覆す抗弁の立証が
困難であるとの状況のみをもって英国法が準拠法となった判決を憲法上の価値
を根拠に一律に排除することは適切ではないであろう 110。以上から，表現の自
由を根拠に，一律に英国法に従ったまたは同等の法に従った判決を無条件に承
認しないとするのは，現在のわが国の公序の考えからは導かれないのではない
だろうか。
（2）言語
英国が米国での出版物に対して容易に名誉毀損侵害を認めてきた背景は共通
言語たる英語の存在は無視できないであろう。これに対して，公用語を日本語
とし，裁判用語も日本語であるわが国においては，事情が異なろう。もっと
も，中国で下された名誉毀損判決の承認執行が問題となった前掲東京高判平成
27 年は，わが国において日本語で出版された書籍が，筆者に無許可で中国語
に翻訳された上，インターネット上に無断で公開されたことに端を発するもの
であった。かくして，当該書籍の中国語訳により，自身の名誉を毀損する記述
を発見したと主張する中国籍の Aが中国で名誉毀損訴訟を起こし，そこで得
た判決のわが国での承認執行が求められているケースが現実化している点に鑑
みると，今後もわが国をマーケットとしてわが国で出版されたものに対し，第
三国で名誉毀損判決が下され，わが国が承認国となる事態は十分に想定されう
る。そうであれば，相対的にみて言語は障害たり得る，といった程度に過ぎない。
（3）外国名誉毀損判決の執行不可能確認請求の可否
ところで，SPEECH Actが新たに用意した，外国判決に基づいた執行が不
110　芳賀・『前掲書』注（57）208頁以下参照。
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可能であることの確認訴訟は，わが国の裁判所で可能であろうか。この点，外
国離婚判決の無効確認請求については，従前より議論がなされてきた。裁判例
においては，例えば東京地判昭和48年 11月 30日（家月26巻 10号 83頁）は，「外
国の確定判決については，内国確定判決のように再審の道が開かれていないこ
とから考えても，外国判決自体の無効確認の訴を一概に不適法なものとするこ
とはできない」と述べており，この訴え自体は可能との立場を示している 111。
仮に外国判決の執行不可に関する確認訴訟を認める場合，その判決が確定し
たとしても，判決国におけるその効力までも無効，すなわち実質的に判決を取
消すことは，国際法上の制約があると解される。とすれば，当該無効判決の効
力は，原則わが国のみに及ぶが，当該外国判決の承認は，既判力の抵触により
拒絶されるとの理解が妥当であろう。現在の民訴法 118 条の下では，矛盾判決
の防止といった手続法秩序の維持の観点から，同条 3号を用いて，承認を拒絶
するという論理が適切である 112。
しかし，この結論は他の制度との整合性を見る必要があろう。外国判決が執
行判決を経て債務名義となった場合に，わが国での執行力を排除する方法と
して，請求異議の訴えがある。裁判例においては，同訴えの前提としてわが
国では債務名義の存在が必要となる（外国判決について，東京地判平成 4年 1
月 30 日判時 1439 号 138 頁，東京地判平成 23 年 3 月 28 日判タ 1351 号 241 頁，
仲裁判断について，東京地裁平成 28 年 7 月 13 日判時 2320 号 64 頁がこのこと
を明示する）。この点は，学説も概ね賛成である 113。このような中，仮に上記執
行不可に関する確認訴訟が認められた場合，この請求異議の訴えの上記制約の
意義が乏しくなる。一方で，本確認訴訟は，判決国の勝訴原告主導で時期を決
111　このほか，宇都宮地判足利支昭和55年2月28日判時968号98頁，横浜地判昭和57年10
月19日判時1072号135頁も同様の判示をしている。
112　この点は，古田啓昌「判批」櫻田嘉章＝道垣内正人編『国際私法判例百選〔第2版〕』（有
斐閣，2012）226頁以下。
113　外国判決につき，芳賀雅顯「判批」JCAジャーナル59巻1号（2012）22頁，仲裁判断に
つき，岩本学「判批」ジュリスト1520号（2018）131頁以下参照。
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せられる執行判決に対して，判決国で敗訴の被告にも判断時期の選択権を与え
るものとしてメリットも指摘できる。特に，民訴法 118 条の公序についてその
判断基準時を一般に要件審査時とする場合には，原告は，自らの良いタイミン
グでの訴訟が可能となる。この点，不意打ち的に執行判決請求訴訟に巻き込ま
れる被告との均衡の是正に鑑みれば，本確認請求の提起を認める余地はあろ
う。もっとも，公序の基準時を外国判決時とする見解に立てば，そもそもこの
ような不均衡は生じていないと解され，そうであれば特段本確認請求を認める
メリットは乏しく，執行判決において，公序違反の抗弁を認めれば足りる 114。
加えて，外国で名誉毀損に基づく損害賠償請求が提起されている場合に，当該
債務の債務不存在確認請求をわが国で提起できるかも問題となりうるが，ここ
では可能性の指摘に止めたい 115。
３．判決国たりうる素地
冒頭で述べた通り，わが国では近時，米国の企業に対する名誉毀損関連訴訟
が提起されるようになっている。米国からすれば，英国同様に萎縮効果を生む
判決国となる余地はあろうが，実際にはどうであろうか。以下検討する。
114　なお，一般には基準時を外国判決時としたとしても，事情変更があった場合裁判の変更
が認められる家事事件（子の引渡請求や扶養料請求など）に限定して，基準時を審査時にす
ることにも一定の合理性はあろう。とりわけ現行法上は，変更の訴えは執行判決に併合でき
ないという形式的な限界があるため，公序要件を用いざるをえない。
115　この点について問題となった公表裁判例はないが，特許権については，米国での特許権
侵害訴訟中に，わが国で当該特許権侵害に基づく損害賠償債務が存在しないことの確認が求
められたケースで，わが国の管轄を否定したケースがある。但し，原審と控訴審では，却下
の根拠が異なっている。原審（東京地判平成29年7月27日裁判所Web）は，不法行為地及
び財産所在地の存在を否定したが，控訴審（知財平成29年12月25日裁判所Web）は，財産
所在地について「同号に基づき，いわゆる消極的確認の訴えの管轄権が認められるかどうか
は議論の余地があり得るところであるが，仮に同号所定の管轄権を認めることができるとし
ても，本件においては，同法3条の9にいう「特別の事情」 が存するものと認められるから，
結局のところ，日本の裁判所の管轄権を肯定することはできない」とし，特別の事情として，
本件は米国裁判所で審理すべき訴訟であるとした。
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（1）MP ルール or SP ルール
名誉毀損を一体と捉えるか否かについては，わが国実体法では，主として消
滅時効の起算点を巡り議論がなされてきた。民法上，名誉毀損に基づく損害賠
償請求権の消滅時効について特別な規定は置かれておらず。不法行為の消滅時
効に関する一般法理が適用される。すなわち，現行民法 724 条が適用され，被
害者が損害及び加害者を知った時から三年間，もしくは，不法行為の時から
二十年を経過すれば消滅する 116。一方，名誉毀損には消滅時効の起算点をいつ
にすべきかについて，他の不法行為とは異なる考慮が必要となる。すなわち，
被害者の名誉を毀損する出版物が発行されそれが初めて市場に出た時点なの
か，あるいは，被害者が当該出版物を確認した時点なのか，である。この点，
最判平成 14 年 1 月 29 日（民集 56 巻 1 号 218 頁）は，「被害者が損害の発生を
現実に認識した時」を起算点と位置づけた。ところで，この起算点が定められ
た名誉毀損侵害は，起算点以前はもとより，起算点以後についても，当該出版
物が市場で販売され続けているならば，侵害は継続するという特徴を有する。
そこで，問題となるのは，名誉毀損訴訟における訴訟物は何かということであ
る。これについては，東京高判平成 15 年 10 月 30 日（LEX/DB2809123）が，「本
件第 1ないし第 12 記事…による不法行為は，一審原告らの名誉という同一の
法益に対し，…同一の週刊誌の本件事故に関する記事による侵害行為が行われ，
一つの記事による名誉毀損状態が消滅しないうちに，同一の週刊誌の本件事故
に関する他の記事による侵害行為が引き続いて行われ，その繰り返しが，本件
第 1記事ないし本件第 12 記事の間継続したというものであるから，不法行為
の個数としては，名誉毀損に該当する記事の個数だけあるというべきであるが，
記事ごとに別個の損害が全く新たに発生したというものでなく，先行する記事
により発生した名誉毀損状態が時間の経過とともに次第に減少する一方で，そ
れに続く記事により同一の法益に重複的に名誉毀損状態が発生するという経過
116　2020年4月1日に施行される改正民法でも名誉毀損についての消滅時効の特則はおかれ
ていない。
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をたどったものと解されるから，これらの各記事により発生した損害額の算定
に当たっては，一連の名誉毀損行為を全体的に観察し，一体のものとして算定
するのが相当である。なお，その遅延損害金の起算点は，最終の不法行為時（本
件第 12 記事の掲載された本件雑誌の発売日）とするのが，相当である」と述べ，
不法行為の個数との表現で，記事の個数と同数とした上で，遅延損害金の起算
点は単一の日とした 117。
ここから，わが国の法の適用に関する通則法（以下，「通則法」とする）19
条に目を向けると，名誉毀損に関する準拠法の決定方法が定められている。こ
こでは，国境を越えた名誉毀損について，被害者の常居所地法を連結点とする
と定められている。すなわち，米国 NY州に本社を有し，同地を出版地として
発行している雑誌の記事により，日本と米国各州において名誉を侵害された場
合，当該被害者が日本に常居所を有するときは，この名誉毀損に基づく損害賠
償請求は一元的に日本法による，と解されている。結果発生地を一義的に決す
ることが困難であるため，通則法 17 条によるのは妥当ではないとし 118，その適
用を除外した上で，被害者保護の観点で連結点には被告の常居所地が採用され
た 119。もっとも，準拠法とされた常居所地法自体がMPルールを採用している
か，SPルール採用しているかによって，日本法とは異なる規律がなされる可
能性はある。とりわけ消滅時効は，いわゆる手続と実体の性質決定において，
実体問題とされ，準拠外国法が適用されるとしてきたことに鑑みると，例えば
MPルールを用いた外国法が名誉毀損の準拠法となり，通則法 22 条が適用さ
れた結果，要件上はわが国法においても不法行為が成立する場合，当該外国法
のルールに従い，個別に名誉毀損の消滅時効を認定することになろうか 120。
117　なお，東京地判平成22年10月29日判タ1359号188頁も，同趣旨の判示をしている。
118　小出邦夫『逐条解説・法の適用に関する通則法〔増補版〕』（商事法務，2014）222頁。
119　櫻田嘉章＝道垣内正人『注釈国際私法　第1巻』（有斐閣，2011）489頁以下 [出口耕自 ]。
120　消滅時効については通則法22条が累積的に適用されるわけではないと示唆する裁判例と
して，東京地判平成25年10月28日判タ1419号331頁。
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（2）わが国における名誉毀損の国際裁判管轄及び準拠法
わが国の国際裁判管轄においては，MPルールを出発点とすることはなく，
不法行為地の解釈を中心に内在的に議論展開がなされてきた。すなわち，被告
の住所地やその財産所在地がわが国にある場合にも名誉毀損事件の管轄をわが
国に認めつつ，いかなる地が名誉毀損による加害行為地ないし損害発生地であ
るかについて，検討が加えられてきた 121。この点，インターネット上の名誉毀
損の国際裁判管轄については，最判平成 28 年 3 月 10 日（民集 70 巻 3 号 846 頁）
は，被害者の法益の所在地を結果発生地とし，わが国を不法行為地とした。但し，
同判決は，民訴法 3条の 9の特別の事情があるとして，最終的には訴えを却下
している。本判決は，閲覧可能地説に立ったものと理解されている 122 が，これ
は，特別の事情による歯止めを前提としたものとの評価もなされている 123。
準拠法選択規則については，通則法 19 条により，例えわが国で名誉毀損文
書の頒布がなされた場合でも，それをもってMPルールのごとく不法行為地
の一つをわが国に認めるわけではなく，前述の通り単一に被害者の常居所地法
を適用するとした。とすれば，英国とは異なり，例えば被害者がサウジアラビ
アに常居所を有し，米国で出版され，日本でも販売されている書籍の著者に対
して日本で名誉毀損に基づく損害賠償請求訴訟を提起した場合，被告の財産が
所在すること等を根拠に，わが国に管轄が認められたとしても，わが国ではサ
ウジアラビア法が適用される（但し，通則法 22 条によりわが国法においても
不法である必要がある）。
121　例えば，道垣内正人「サイバースペースと国際私法」ジュリスト1117号（1997）65頁以下，
中西康「マスメディアによる名誉毀損・サイバースペースでの著作権侵害等の管轄権」高桑
昭＝道垣内正人『新・裁判実務体系3　国際民事訴訟法（財産法関係）』（青林書院，2002）
99頁以下。なお，平成23年民事訴訟法改正においても，名誉毀損に特化した特別規定はお
かれていない。
122　高杉直「判批」平成28年度重要判例解説314頁，横溝大「判批」ジュリスト1517号（2018）
131頁以下等。
123　横溝「前掲論文」注（122）131頁，村上正子「判批」JCAジャーナル64巻1号（2017）
15頁等。
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（3）わが国における名誉毀損の実体法上の処理
わが国では名誉毀損の成立においても，民法 709 条の要件の充足が必要であ
るが，名誉毀損的表現が被害者の社会的地位を低下させた場合，名誉毀損が認
められるとする。そして，社会的評価を低下させるものかどうかは，一般読者
の普通の注意と読み方，が基準とされる（最判昭和 31 年 7 月 20 日民集 10 巻
8 号 1059 頁）。かくして，名誉毀損の成否に名誉毀損的表現の真偽は問題とな
らない 124。但し，公共の利害に関する事実について，公益を図ることを目的に，
表現したものについては，摘示された事実が真実であるとの証明がなされた場
合には，その行為には違法性がないとされ，また真実の証明がなくても，それ
を真実と信じるについての相当の理由があるときは，故意・過失がないとされ，
不法行為責任は問われない 125。
（4）コスト及び言語
次にコストの問題である。英国へのライベルツーリストに対して大きな意味
を有していた，弁護士費用の敗訴者負担原則は，わが国では採用されておら
ず 126，訴訟費用分担について，弁護士費用は不法行為事件につい，例外的に敗
訴者負担とされるに留まる 127。なお，言語の問題については，国際裁判管轄の
箇所でも述べた通り，インターネット時代にあって英語での米国サーバー上の
124　佃克彦『名誉毀損の法律実務〔第3版〕』（弘文堂，2017）8頁。
125　我妻榮＝有泉亨＝清水誠＝田山輝明『我妻・有泉コメンタール民法』－総則・物権・債
権－〔第5版〕』（日本評論社，2018）1499頁参照。
126　三宅「前掲論文」注（36）83頁参照。
127　最判昭和44年2月27日民集23巻2号441頁参照。なお，着手金については，完全成功報
酬制の下，原告はNo feeで弁護士と委任契約を締結することはわが国でも可能である。もっ
とも，確かにこのような契約自体は禁止されていないが，原告が無責任になり易く，弁護士
も手段を選ばず勝訴を目指す傾向になるため，採用すべきでないとの意見もある。藤井篤
『弁護士の仕事術Ⅲ　依頼者との契約と弁護士報酬』（日本加除出版株式会社，2013）103
頁以下参照。なお，過払金返還請求において完全成功報酬制での契約が少なくないとされる。
吉原省三＝片岡善広『新版　ガイドブック弁護士報酬』（商事法務，2015）165頁 [平澤慎一・
付岡透 ]。
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ウェブサイトの書き込みが，わが国でも名誉毀損に当たるか否かが問われてお
り，わが国では日本語のみが公用語という点は，わが国が判決国たりうるかを
考える上で本質的な問題とはいえないであろう。もっとも，国外被告の応訴の
負担との関係では，現状わが国の弁護士を介した訴訟追行を余儀なくされる点
に鑑みると，費用の問題及び言語の問題は，実際上無視できない。
４．小括
以上，わが国よりも原告に有利な法廷地が存在している以上，日本発のライ
ベルツーリストが存在する可能性は否定できないのが現状である。そして，そ
のような国で下された名誉毀損判決への対応については，わが国では民訴法
118 条の要件で対応することになるが，当該裁判の準拠外国法がわが国の表現
の自由に抵触するか否かのみでは承認拒否は，現行法上は困難であろう。もっ
とも，前掲東京高判平成 27 年に見るように，インターネット介することで容
易にわが国の出版物が他国で閲覧可能となる現状にあっては，わが国における
表現の自由の保護のために対抗立法を検討する余地は皆無とはいえない。
他方，わが国がライベルツーリズムにおいて判決国になりうるかについて，
わが国の実体法は，確かに被害者と主張する原告に真実性の証明を課すといっ
た厳格な要件を経ることなく名誉毀損が認められる点では，原告に有利な側面
はある。一方，国際裁判管轄についても，裁判実務は，インターネット上の名
誉毀損における不法行為地について，閲覧可能地と位置づけている点に鑑み
ると，純粋なMPルールほどではないにせよ，わが国での訴訟を目指す者が
現れる可能性は否定できない。しかし，最判平成 28 年への評価で示した通り，
民訴法3条の9に規定される特別の事情によるコントロールが想定されている。
よって，英国やオーストリア，カナダの判例でみられたように，原告が損害の
地理的な対象をわが国に絞った場合であっても，被告や証拠方法との関係でわ
が国との関係が希薄な場合には，特別の事情が考慮される余地は十分にある。
また，準拠法については英国法とは異なり，通則法 19 条によりわが国での権
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利侵害であったとしても外国法の適用の余地を残す。また，通則法 19 条の連
結点である常居所については事実概念とされている上，その概念の絶対性には
議論があり 128，準拠法決定の予測可能性は容易ではない。加えて，費用と言語
に関する上記の実際上の影響を踏まえると，管轄も認められる否かが不安定で
あり，また準拠法も予測が難しい状況にあっては，ライベルツーリズムにおけ
る判決国として位置づけられる状況とまではいえないのではないだろうか。
おわりに 
以上本稿では，ライベルツーリズムと称される事象について，かつての英国
法を素材にそのメカニズムを明確にしたうえで，2013 年同国名誉毀損法の制
定後の現在においても，英国内をはじめ，他国を標的として存続されうる点を
示した。その上でわが国がライベルツーリズムとどのように関わるかにつき，
承認国，判決国となりうるかについて，検証し現状を明らかにした上で，それ
ぞれについて将来の展望を示した。
なお，ライベルツーリズムについては，誇張であるとの指摘もみられる。そ
の理由に挙がられるのが実証的に，萎縮効果があったのかが判然としないとの
主張である。例えば，2010 年に英国裁判所に提起された名誉毀損事件の 83 件
のうち 3件のみが外国人原告であったとし，その影響の過大評価を問題視す
る 129。また，Dow Jones & Co.ケースにみるように訴えの提起時に法廷地に名
誉毀損における損害の範囲を絞った場合，そもそも外国判決の承認執行が問題
とはなり難い 130。以上に鑑みると，他の国に影響を与える判決国になりうるこ
とへの懸念は確かに大きくないともいえる。もっとも，承認国側から見れば，
外国判決の原告の国籍等は無関係に，自国の表現の自由を害される判決に対す
128　櫻田＝道垣内『前掲書』注（119）491頁以下 [出口 ]。
129　Connolly, supra note（74）, p.45.
130　Ibid.
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る承認拒絶などの対応は迫られることになる。この意味で，外国の被告を標的
にしたライベル訴訟という形で今後も問題が生じていくことが予想される。米
国のような対抗立法の運用を始め，EUにおける欧州人権条約等を通じた表現
の自由の保護の行方については，わが国としても今後も注視していく必要があ
ろう。
（本稿は，平成30年度ほくぎん若手研究者助成金，による研究成果の一部である）
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